
Ⅴ 力強い水産業と豊かで活力ある漁村の確立

（１）水産資源の回復・管理の推進

① 資源回復計画等の一層の推進

【資源回復計画等の推進 ２９（２８）億円】

強い水産業づくり交付金 ９０（８８）億円の内数】【

対策のポイント

科学的根拠に基づく資源管理を行うための資源量の推定、資源回復計画の

す。作成、漁獲可能量（ＴＡＣ）の適切な管理を行いま

（ とは）資源回復計画

とは、 などを行うこ資源回復計画 減船や休漁、漁具改良、種苗放流、漁場環境の保全

とにより、資源の維持・回復を図る取組です。

（ とは）漁獲可能量

マイワシ、マサバ等の７魚種については、資源の維持・回復を目的として資源動向や

漁業経営を考慮した上で、 が決められます。その量を漁獲その年に獲ってもよい上限量

可能量（ＴＡＣ）と言います。

政策目標

資源管理の徹底による水産資源の持続的利用

＜内容＞

１．資源調査の着実な実施

マイワシ、マサバ等の主要な水産資源について、科学的知見に基づく適切な資

源管理に必要な資源評価等を実施します。

【我が国周辺水域資源調査推進事業 １，６２３（１，６１３）百万円】

【国際資源対策推進事業 ９５３（９５３）百万円】

２. 資源管理の着実な実施

我が国排他的経済水域における資源回復計画の作成、漁獲可能量の適切な管理

を実施します。また、TAC対象魚種等に関し、漁期別、海域別に収益を改善する

ための合理的操業モデルを提示します。

【資源管理体制・機能強化総合対策 ２７５（２６１）百万円】

【強い水産業づくり交付金 ８，９８２（８，７６２）百万円の内数】

［担当課：水産庁管理課（０３－３５０２－０９９３（直 ］））



② マグロ資源の持続的利用の推進

マグロ資源の持続的利用の推進 ５（０）億円】【

対策のポイント
① 我が国遠洋カツオ・マグロ漁業の新規漁場への進出を支援します。

② 天然資源に依存している養殖用マグロ種苗に、安定的に供給可能な

人工種苗を導入するための技術開発を行います。

まき網で漁獲される小型マグロの有効利用やクロマグロ養殖の積極的③

な展開に必要な技術開発を行います。

（マグロ類をめぐる情勢）

・地域漁業管理機関における と 。マグロ類の漁獲枠削減 国際的な漁獲競争の高まり

・欧米、中国等における魚介類の需要増大に伴う 。マグロ需給の逼迫

・養殖に適した海面の不足。

政策目標

マグロの安定供給の確保

＜内容＞

１. カツオ・マグロ漁業の新規漁場への進出支援

大西洋・インド洋沿岸諸国のEEZ内において、メバチマグロ等の新規漁場を開

拓・調査します。

マグロ類新規代替漁場調査事業 ２１７（０）百万円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

２．マグロ類の人工種苗による新規養殖技術の開発

天然からの採取に依存している養殖用マグロ種苗について、安定的に供給可

能な人工種苗を導入するため、優良な親魚養成及び種苗生産技術を開発します。

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 ８，９６９（注）百万円の内数

（注 ：平成１９年度は 「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」で実施） 、

事業実施主体：民間団体等

３. 小型マグロの有効利用モデルの実証とクロマグロの養殖効率化技術の開

発

海象条件の厳しい沖合域等の未利用海域でクロマグロ養殖を可能とする生け簀

の開発を行うほか、マグロ養殖用の人工餌料を開発します。また、まき網で漁獲

される小型魚を養殖に効率的に活用するための運搬技術等を開発します。

養殖クロマグロ安定供給推進事業 ２４７（０）百万円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

［担当課：水産庁遠洋課（ ］０３－３５０２－８４７８（直））



③ 持続的な養殖生産の推進

持続的な養殖生産の推進 ２（１）億円】【

対策のポイント
魚粉使用を減らした安価な飼料や、効率的な給餌方法等を開発し、コス

ト削減を進めます。

養殖業への新規参入や規模拡大等による効率的な生産体制の構築を支援

します。

漁場環境の汚染程度を簡便に評価する手法を開発し、環境に優しい養殖

を一層促進します。

（養殖業をめぐる情勢）

・ を占め、中でもマダイ、ブリ、ヒラメなどの主養殖業は、我が国漁業生産額の３割

要な魚種の供給の大部分を担っています。

餌料代が、主要原料である南米産魚粉の高騰・魚類養殖業の支出の半分以上を占める

する一方、 や となっにより値上がり 生産コストの削減 効率的な生産体制の構築が課題

ています。

安全かつ信頼される養殖生産を求める動きに応える 漁場改善の取組が生・ とともに、

産者によって進められています。

（ＤＮＡチップとは）

ＤＮＡをスライドガラス上等にスタンプしたものの総称で、目的とするＤＮＡ等を定

量的もしくは定性的に解析することが可能です。

政策目標

平成29年度における海面養殖業の生産量1,268千トンを確保

＜内容＞

１. 持続的な養殖生産の推進

し利用希望者とのマッチングを促進す養殖海面の利用状況をデータベース化

るほか、 のためのプラン作りを支援新規参入等による低未利用海面の利用の促進

魚粉以外の原料を多用する安価な飼料を開発するほか 複数の魚します。また、 、

します。介類を組み合わせた複合養殖技術を開発

【持続的養殖生産・供給推進事業 １７０（１０７）百万円】

２. 良好な漁場環境の確保に資する技術の開発

養殖漁場底泥の汚染程度を簡便に評価するDNAチップを開発します。

ＤＮＡチップによる養殖漁場健全度評価手法の開発事業 ２５（０）百万円

事業実施主体：民間団体等

［担当課：水産庁栽培養殖課（０３－３５０２－０８９５（直 ］））



（２）国際競争力のある経営体の育成・確保と活力ある漁業就業構

造の確立

【漁船漁業構造改革 ５０（５０）億円】

【漁業経営安定対策 ５２（０）億円】

【漁業の担い手確保・育成対策 ２０（１０）億円】

【漁協経営改革関係 ２（１）億円】

対策のポイント
漁船漁業に関して収益性向上のための総合対策を講じます。また、経営

人材の育成・確保を通じて、効率的かつ安定的な漁業改善の取組への支援や

経営を育成します。あわせて、漁協の経営再建を支援します。

（背景）

・底びき網漁業、まき網漁業、かつお・まぐろ漁業を始めとする漁船漁業は、我が国の

水産物の安定供給の確保において重要な位置付け。漁業生産の約７割を担い、

収益・近年、資源の悪化、輸入の拡大、魚価の低迷に加え燃油価格高騰等により急激に

性悪化。

・漁業就業者は、この 。10年間で3割減少し21万人まで減少

・漁業就業者の高齢化も進行しており、 。65歳以上が約1/3

・一方、漁業への で推移。新規就業者は年間1,200～1,500人

・将来にわたり水産物を安定的に供給するには、漁業就業者の確保を促進するとともに

漁業の将来を担う人材の確保・育漁業者による自主的な経営改善の取組促進等による

。成が急務

政策目標
○ 将来にわたり水産物の安定供給を担う漁船漁業者の育成。改革された

生産体制へ転換：５年間で50件以上のプロジェクト実施

（ ）○ 効率的かつ安定的な漁業経営体の育成・確保 平成29年2.5万経営体

○ 新規就業者を毎年1,500人以上確保

＜内容＞

１．漁船漁業構造改革の推進

漁船漁業改革推進集中プロジェクトを実施し、収益性重視の操業･生産体制の

導入や省エネ･省人型の代船取得等による経営転換を促進します。

漁船漁業構造改革総合対策事業 ５，０００（５，０００）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

２. 新しい漁業経営安定対策の導入

効率的かつ安定的な漁業経営を実現するために積極的かつ計画的に経営改善

に取り組む経営体を対象に、現行の漁業共済制度の経営安定機能に上乗せした形

で、収入の変動による漁業経営への影響を緩和する新しい経営安定対策を導入し

ます。



漁業経営安定対策事業 ５，２０６（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

３．地域における担い手の育成・確保

自己の経営判断と創意工夫により経営改革に取り組む経営改善計画の認定を受

けた者等の担い手が、融資を主体として施設・設備等を導入する際のモデル的な

取組に対し、融資残の一部を補助し、あわせて当該融資を円滑に受けることがで

きるよう債務保証を促進します。

さらに、効率的かつ安定的な漁業経営を目指して経営改善に取り組む者等の計

画策定支援のためのサポートモデルを構築します。

地域漁業担い手育成・確保推進対策事業 ８２５（０）百万円】【

【漁業経営改善効率化支援事業 ２４（０）百万円】

４．水産高校を中心とした担い手育成

水産高校等と地域の漁業･水産業界が連携し、実地での企業実習等を実施する

ことにより、地域を支える将来の漁業･水産業の専門知識を有する人材を育成し

ます。

水産高校等を中心とした地域の漁業・水産業の担い手育成プロジェクト事業

１５１（０）百万円

事業実施主体：民間団体等

５．経営改革漁協の再建計画の支援

漁協の再建計画の実施を支援するため、漁協の特定の負債について、その一部

を機関保証、保険に付し、代位弁済が行われた場合の求償権償却引当て経費等に

対して助成します。

漁協経営改革支援事業 ９９（０）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

担当課：水産庁沿岸沖合課 （０３－３５０２－８４６９(直)）

漁業保険管理官（０３－６７４４－２３５５(直)）

企画課 （０３－６７４４－２３４０(直)）

水産経営課 （０３－６７４４－２３４５(直)）

経営改善に取り組む
漁業者を対象に積立
方式で収入安定

一般の漁業者を対
象に共済方式（保険
方式）で補てん＜効果＞

①担い手の経営安定
②資金調達の改善
③後継者の育成・確保

漁業者の収入変動イメージ

平均的漁業収入

新対策の発動ライン

漁業共済の発動ライン
（約8割程度）



（３）加工・流通・消費対策や未来を切り拓く新技術の開発

① 加工・流通・消費対策

【加工・流通対策 １９（１９）億円】
【流通拠点機能強化対策（公共） １，３０６（０）億円の内数】

対策のポイント
新鮮な国産水産物を安く消費者に届けるため、産地市場の統廃合や産地

・消費地間の安定供給契約の締結促進などを通じて流通の効率化を進めま
す。

（水産物の加工・流通・消費の現状）
・ の約７割は年間取扱高が１０億円未満と零細。取扱商品も質・量ともに不安産地市場

コスト高。定で、
・ 産地卸売市場を経由するため野菜類より１段階多い６段階流通。また、常水産物は、

流通マージンが時冷蔵による鮮度保持や切り身や刺身への加工の経費がかかるため、
高くなりがち。

・安全・安心な水産物を安定供給するため、拠点漁港の機能を強化する必要。

政策目標
水産物の産地と消費地の価格差を１割縮減

＜内容＞
１．効率的な流通の仕組みづくり

した新たなビジネスモデルを開拓。特に、市場統加工業者、小売業者等と連携
廃合（ITを活用したセリ機能の統合を含む 、買参人の参入自由化等に取り組む。）
産地市場における します。産地・消費地間の直接取引を積極的に推進

水産物流通構造改革事業 ４９１（４９１）百万円
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

２．国産水産物の先端的な取引の推進
漁業者団体等に対する保管経費等の助成を活用して、 （ITを活用し市場統廃合

。たセリ機能の統合を含む 、 します。） 買参人の参入自由化等の活動を促進
国産水産物安定供給推進事業 １，４００（１，４００）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

３. 国際化に対応した流通拠点の整備
、 、拠点漁港や輸出水産物を取り扱う漁港において １のソフト施策と連携しつつ
に資する施設整備を集中的に実生産・流通の効率化、品質・衛生管理の高度化等

施します。また、こうした拠点漁港等の 等を図ります。施設の更新コストの縮減
【水産物流通機能高度化対策事業（公共） １２９，４４６（０）百万円の内数】

【水産基盤ストックマネジメント事業（公共） １，２００（０）百万円】

４ 「食事バランスガイド」を活用した「日本型食生活」の普及・啓発．
「食事バランスガイド」を活用した｢日本型食生活｣の普及・啓発を図る一環と

して、消費者に対し、食べ方の提案、水産物の理解の促進を図ります。
にっぽん食育推進事業 ３,０９５（３，８１５）百万円の内数

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

［担当課：水産庁加工流通課(０３－３５０２－４１９０（直 ］））



② 未来を切り拓く新技術の開発

【新技術開発 １６（１２）億円】
対策のポイント

マグロ、ウナギの養殖生産技術、省エネルギー技術、水産バイオマスの
利活用技術等の開発を行います。

また、資源回復魚種や駆除された有害生物の加工利用を促進します。

（背景）

・近年の国際的なマグロ漁獲規制の強化、2009年より欧州産ウナギの国際取引規制

燃油価格の上昇・

・地球温暖化防止等に貢献する水産バイオマス資源の有効活用

政策目標
○ 国民への水産物の安定供給に貢献する新技術の開発
○ 平成２３年度までにウナギの養殖における優良親魚率を現
在の５倍以上に、シラスウナギまでの生残率を１０倍に向上

＜内容＞
１. マグロ、ウナギの種苗生産・養殖技術の開発

天然からの採取に依存している養殖用のマグロ及びウナギの種苗について、安

定的に供給可能な人工種苗を導入するため、 を優良な親魚養成及び種苗生産技術

マグロ養殖 生け簀開発します。あわせて、海象条件の厳しい海域で を可能とする

の技術開発を行います。等の養殖システム

【新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 ８，９６９百万円（注）の内数

（注 ：平成１９年度は 「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」で実施】） 、

【ウナギ及びイセエビの種苗生産技術の開発 ３００（１２９）百万円】

【養殖クロマグロ安定供給推進事業 ２４７（０）百万円】

２．省エネルギー、バイオマス資源の利活用の促進に向けた技術の開発
燃油価格が高騰していることを踏まえ、省エネルギー技術の実証・開発の支援

を講じることにより、水産業の省エネルギー化を促進します。

未利用水産資源を活用した船上での燃料化や魚粉製造等のシステム、海また、

するために必要となる技術の開発等を行います。藻からバイオエタノールを生産

【水産業振興型技術開発事業 １３９（１２５）百万円】

【省エネルギー技術導入促進事業 ９２４（９２４）百万円】

３．政策課題に対応した未利用資源を活用した水産加工品の商品化
資源回復魚種の活用、有害生物の駆除、DHA,EPA等を豊富に含む加工残渣の再

資源化等の するため、試作品の作成・政策課題に対応した加工品を開発・商品化

評価、原料の調達、普及・広報等を支援します。

未利用資源活用型加工プロジェクト事業 ４０（０）百万円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

担当課：水産庁研究指導課（０３－３５０２－８４８２（直 ））
加工流通課（０３－３５０２－８４２７（直 ））



（４）漁港・漁場・漁村の総合的整備、多面的機能の発揮

水産資源の生産力向上対策【

１，４２９（１，２０７）億円の内数】

対策のポイント
排他的経済水域等での漁場づくりや藻場・干潟の造成、地域の創意工夫

を生かした漁村づくり、避難地や汚水処理施設等の整備の推進、離島の漁

業再生活動や漁業者が中心となって行う環境・生態系保全活動を支援しま

す。

（背景）

・ 排他的経済水域・領海は 世界で６我が国の国土面積は世界で60番目。 約450万km と
２

です。番目

世界３大漁場 の１・我が国周辺水域は (北太平洋西部、北大西洋東部、南太平洋東部)

です。つ

・本年６月には、選択と集中のもと、今後５年間で重点的に取り組む課題を明示した

新たな漁港漁場整備長期計画を策定しました。

・ 概して、前面が海、背後が山という狭隘な土地に立地するなど地震・津波漁村は、

等の な面を有しています。災害に対してぜい弱

・ 、水産物を安定的に供給する機能以外に、自然環境や生態系の保全、水産業・漁村は

居住や交流の場の提供等の 。多面的機能を有しています

政策目標
○ 平成23年度までに漁場整備により水産物を概ね14.5万トン増産

○ 平成23年度までに防災機能の強化が講じられる漁村の人口比率を21％

（平成16年度）から概ね30％に向上

○ 漁業者が中心となって行う環境・生態系保全活動への支援方策の確立

○ 全国の漁業生産額に占める離島の漁業生産額の割合10％の確保

＜内容＞

１. 水産資源の増殖推進と生育環境の保全

① 日本海の排他的経済水域において、国の直轄整備による漁場造成を本格的に

実施します。

フロンティア漁場整備事業（公共） ４００（１２７）百万円】【

① 資源回復計画等を実施中の地域において、漁港･漁場の整備とあわせ、藻場

や干潟における食害生物対策（食害防止フェンスの設置等 、海藻類の播種、）

移植やモニタリング等を実施します。

資源回復支援基盤整備事業（公共）

１１１，６９０（９３，３１８）百万円の内数

補助率：１／２等

事業実施主体：地方公共団体等



③ 磯焼け被害の著しい漁場において、藻場・干潟の造成とあわせ食害防除フェ

ンスの設置等の食害生物対策、海藻類のモニタリング等を実施します。

磯焼け対策緊急整備事業（公共）

１１１，６９０（９３，３１８）百万円の内数

補助率：１／２等

事業実施主体：地方公共団体等

２．安全で活力ある漁村の形成

① 地域の創意工夫・特性を生かした活力ある漁村づくり

地域提案枠を拡充し、地域の創意工夫を生かした活力ある漁村づくりを支

援します。

活力ある漁村づくりを推進する観点から、体験漁業の推進や定住･二地域居

住の推進などに取り組む先進的な地域ぐるみのモデル的な取組を公募により

支援します。

【 】漁村再生交付金（公共） ８，７４２（８，５０５）百万円

【 】漁村地域力向上事業 １０３（７５）百万円

② 災害に強い漁村づくりの推進

効率的な緑地・広場施設（避難地）の整備や被災後の時間経過に応じた減

災対策手法マニュアルの策定・普及により漁業地域の防災・減災対策を推進

します。

また、台風等により被災を受ける恐れの高い地域等において地震、津波、

高潮対策を緊急に実施します。

【 】漁業集落環境整備事業（公共） ７，３０２（６，２７４）百万円

【 】漁業地域の減災モデリング事業 ３０（０）百万円

【海岸事業（公共） １２，７１９（１０，５３２）百万円】

３．多面的機能の発揮の促進

① 藻場・干潟の維持・管理など漁業者が中心となって行う環境・生態系保全活

動を促進する政策手法の確立に向けて調査・実証を実施します。

環境・生態系保全活動支援調査・実証事業 １５０（１５０）百万円

事業実施主体：民間団体、都道府県

② 多面的機能を発揮する離島漁業の再生を促す観点から、共同で離島漁業の再

生に取り組む漁業集落に対して交付金を交付します。

離島漁業再生支援交付金 １，７２５（１，７２５）百万円

補助率：定額

事業実施主体：地方公共団体

［担当課：水産庁計画課（ ］０３－３５０２－８４９１（直））
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